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防衛庁訓令第４７号

防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３６８号）第１２条の５（同令第１

２条の６において準用する場合を含む。）及び別表第５の２の規定に基づき、期末手当又は勤勉手当

の基礎額の加算に関する訓令を次のように定める。

平成２年１２月２６日

防衛庁長官 石 川 要 三

期末手当及び勤勉手当に関する訓令

（平９庁訓４１・改称）

改正 平成 ３年１２月２４日防衛庁訓令第３７号

同 ６年 ６月２４日同 第３８号

同 ６年 ８月２５日同 第４４号

同 ７年 ３月３１日同 第３１号

同 ８年 ５月１１日同 第３６号

同 ９年 ４月 １日同 第２４号

同 ９年 ６月３０日同 第３０号

同 ９年１２月１０日同 第４１号

同 １０年 ３月２５日同 第１２号

同 １０年 ４月 ９日同 第２１号

同 １０年 ４月２４日同 第３３号

同 １０年１２月 ２日同 第４６号

同 １１年 ３月３０日同 第２０号

同 １２年 ３月２４日同 第３０号

同 １３年 １月 ６日同 第 ２号

同 １３年 ３月３０日同 第５０号

同 １３年 ６月 ８日同 第６５号

同 １４年 ３月２９日同 第３３号

同 １５年 ３月２８日同 第２６号

同 １５年 ３月３１日同 第４３号

同 １６年１０月２８日同 第７７号

同 １７年 ７月２９日同 第６３号

同 １８年 ３月３１日同 第６３号

同 １８年 ７月２８日同 第８３号

同 １９年 １月 ５日同 第 １号

同 １９年 ３月３０日防衛省訓令第２８号

同 ２１年 ３月３１日同 第３１号

同 ２１年 ５月２９日同 第３６号

同 ２１年 ５月２９日同 第３６号

同 ２１年 ６月２９日同 第４０号

同 ２５年 ７月３１日同 第４７号

同 ２６年 ３月３１日同 第２２号

同 ２８年 ３月３１日同 第３４号

同 ３１年 ３月２０日同 第 ５号

令和 元年 ７月１９日同 第１７号

令和 ４年 ３月３１日同 第４３号

令和 ５年 ３月３１日同 第３８号

（特定幹部職員としない職員）

第１条 （削る）（平９庁訓４１・追加、平１０庁訓２１・平１９庁訓１・一部改正、平１９省訓２８削除）
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（期末手当の基礎額の加算）

第１条 防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（以下「令」という。）第１２条の６第１項第１

号に規定する防衛大臣が定める職員は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５

号。以下「一般職給与法」という。）第１９条の４第１項に規定するそれぞれの基準日（以下「基

準日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員にあっては、退職した日

又は死亡した日現在。以下同じ。）の経験年数（人事院規則９－８（初任給、昇格、昇給等の基準

。以下「規則９－８」という。）第１５条の２の規定による経験年数（同条第２項の規定に基づき

経験年数の調整を受ける職員にあっては、同項の規定による調整前の経験年数）をいい、次の第１

号に掲げる職員にあっては一般職の例によるものをいう。以下この条及び次条において同じ。）が

、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める年数以上である職員とする。

(1) 自衛隊教官俸給表の適用を受ける職員 １２年（大学４卒）

(2) 教育職俸給表（一）の適用を受ける職員 ５年（修士課程修了）

(3) 医療職俸給表（一）の適用を受ける職員 ５年（大学６卒）

２ 令第１２条の６第１項第２号に規定する防衛大臣が定める職員は、基準日現在において行政職俸

給表（二）の職務の級３級に引き続き１年以上在職した職員で、次の各号に掲げる職員その他これ

らに準ずるものとして防衛大臣が内閣総理大臣と協議して別に定める職員とする。

(1) 電話交換手のうち、基準日現在の経験年数が２５年（中学卒）以上の職員で数名の電話交換手

を直接指揮監督する職員

(2) 規則９－８別表第２行政職俸給表（二）初任給基準表の備考第１項第１号(3)、(4)又は(7)に

掲げる職員（以下この号において「一般技能職員」という。）のうち、基準日現在の経験年数が

２５年（中学卒）以上の職員で数名の一般技能職員を直接指揮監督する職員

(3) 規則９－８別表第２行政職俸給表（二）初任給基準表の備考第２項各号に掲げる職員（以下こ

の号において「自動車運転手等」という。）のうち、基準日現在の経験年数が自動車運転等の免

許取得後２０年以上の職員で数名の自動車運転手等を直接指揮監督する職員

(4) 規則９－８別表第２行政職俸給表（二）初任給基準表の備考第１項第２号に規定する労務職員

（甲）の区分に属する職員のうち、基準日現在の経験年数が３０年（中学卒）以上の職員で相当

数の守衛等を直接指揮監督する職員

(5) 規則９－８別表第２行政職俸給表（二）初任給基準表の備考第１項第３号に規定する労務職員

（乙）の区分に属する職員のうち、基準日現在の経験年数が４０年（中学卒）以上の職員又は基

準日現在の経験年数が４０年（中学卒）未満の職員で職員となった日から基準日までの引き続い

た在職期間が２０年以上の職員

３ 令第１２条の６第１項第３号に規定する防衛大臣が定める職員は、基準日現在の経験年数が、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める年数以上である職員とする。

(1) 研究職俸給表の適用を受ける職員 ５年（修士課程修了）

(2) 医療職俸給表（二）の適用を受ける職員 １５年（短大３卒）

(3) 医療職俸給表（三）の適用を受ける職員 １５年（短大３卒）

４ 令第１２条の６第１項第４号に規定する防衛大臣が定める職員は、自衛官となった日から基準日

までの引き続いた在職期間が、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める年

数以上である職員とする。

(1) ２等陸尉、２等海尉又は２等空尉の自衛官 ３年

(2) ３等陸尉、３等海尉又は３等空尉の自衛官 ５年

(3) 准陸尉以下２等陸曹以上、准海尉以下２等海曹以上又は准空尉以下２等空曹以上の自衛官 １

２年

（平３庁訓３７・平６庁訓４４・平９庁訓３０・一部改正、平９庁訓４１・旧第１条繰下・一部改正、平１６庁訓７７・一部改

正、平１７庁訓６３・平１８庁訓６３・平１９庁訓１・一部改正、平１９省訓２８・旧第２条繰上・一部改正・平成２１年省訓

４０・平２８省訓３４・一部改正・令元省訓１７・一部改正・令５省訓３８・一部改正）

第２条 令別表第８自衛隊教官俸給表の項に規定する職務の級が１級の職員のうち防衛大臣の定める

職員は、基準日現在の経験年数が３０年（大学４卒）以上の職員とする。

２ 令別表第８研究職俸給表の項に規定する防衛大臣の定める職員は、俸給の特別調整額に係る種別
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の区分が１種又は２種の官職を占める職員若しくはこれに相当する職員として防衛大臣が指定する

職員とする。

３ 令別表第８自衛官俸給表の項に規定する防衛大臣の定める者は、自衛官となった日から基準日ま

での引き続いた在職期間が９年未満の自衛官とする。

（平９庁訓４１・旧第２条繰下、平１３庁訓２・平１６庁訓７７・平１８庁訓８３・平１９庁訓１・一部改正、平１９省訓28・

旧第３条繰上・一部改正）

第３条 前２条の規定中括弧書を付して示される年数は、括弧書中に規定する学歴免許等の資格（規

則９－８の規定の適用に係る学歴免許等の資格をいい、以下この条において「基準となる学歴」と

いう。）を有する者に係る年数を表すものとし、基準となる学歴以外の学歴免許等の資格を有する

者については、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める年数をその者に係る年数とする。

(1) 規則９－８第１４条第１項の表の上欄に掲げる基準となる学歴免許等の資格に対応する同表の

下欄に定める数となる年数に、その者の有する学歴免許等の資格の属する区分に対応する規則９

－８別表第５に定める経験年数調整表に加える年数又は減ずる年数を減じた年数（以下この条に

おいて「調整年数」という。）が正となる者 基準となる学歴を有する者に係る年数から調整年

数を減じた年数

(2) 調整年数が零となる者 基準となる学歴を有する者に係る年数

(3) 調整年数が負となる者 基準となる学歴を有する者に係る年数に調整年数を加えた年数

（平９庁訓４１・旧第３条繰下、平１９省訓２８・旧第４条繰上・平成２１年省訓４０・一部改正）

第４条 令第１２条の６第３項第２号の防衛大臣の定める官職は別表に掲げる官職とする。

２ 令第１２条の６第４項第４号の防衛大臣の定める職員は、一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する法律（平成１２年法律第１２５号）第７条第１項の俸給表の適用を受ける職員にあっ

ては同表の６号俸による額以上の俸給月額を受ける職員とし、一般職の任期付研究員の採用、給与

及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第６５号）第６条第１項の俸給表の適用を受ける

職員にあっては同表の６号俸による額以上の俸給月額を受ける職員とする。

（平６庁訓３８・一部改正、平９庁訓４１・旧第４条繰下・一部改正、平１０庁訓２１・平１０庁訓３３・平１３庁訓２・平１

３庁訓６５・平１８庁訓８３・平１９庁訓１・一部改正、平１９省訓２８・旧第５条繰上、平成２１年省訓３１・平成２１年省

訓３６・一部改正）

（勤勉手当の基礎額の加算）

第５条 第１条から前条までの規定は、令第１２条の７の規定により令第１２条の６の規定が準用さ

れる勤勉手当の基礎額の加算について準用する。

（平９庁訓４１・旧第５条繰下・一部改正、平１９省訓２８・旧第６条繰上、平２８省訓３４・一部改正）

附 則（抄）

１ この訓令は、平成２年１２月２６日から施行し、同年４月１日から適用する。

２ 平成４年３月３１日までの間に行政職俸給表（二）の職務の級が３級となった職員に対する第１

条第４項の規定の適用については、同項第１号中「ア及びイ」とあるのは「ア」とする。

３ 防衛庁職員給与施行細則（昭和３０年防衛庁訓令第５２号）の一部を次のように改正する。

（次のよう略）

別表（第４条関係）

（平６庁訓３８・平７庁訓３１・平８庁訓３６・平９庁訓２４・平９庁訓４１・平１０庁訓１２・平１０庁訓２１・平１０庁訓

４６・平１１庁訓２０・平１２庁訓３０・平１３庁訓５０・平１４庁訓３３・平１５庁訓２６・平１５庁訓４３・平１８庁訓８

３・平１９省訓２８・平２５省訓４７・平２６省訓２２・平３１省訓５・令４省訓４３・一部改正）

区 分 官 職

防衛医科大学校 薬剤部長
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看護部長

陸上自衛隊 女性自衛官教育隊長

冬季戦技教育隊長

中央音楽隊長

東北方面警務隊長

中部方面警務隊長

海上自衛隊 横須賀基地業務隊司令

余市防備隊司令

呉造修補給所貯油所長

学校の副校長

共同機関 自衛隊中央病院看護部長

自衛隊地方協力本部の副本部長

附 則（平成３年１２月２４日庁訓第３７号）（抄）

１ この訓令中第１条及び第２条の規定は平成３年１２月２４日から、第３条から第６条までの規定

は平成４年１月１日から施行する。

附 則（平成６年６月２４日庁訓第３８号）

この訓令は、平成６年６月２４日から施行し、改正後の期末手当又は勤勉手当の基礎額の加算に関

する訓令の規定は、同年４月１日から適用する。

附 則（平成６年８月２５日庁訓第４４号）

この訓令は、平成６年９月１日から施行する。

附 則（平成７年３月３１日庁訓第３１号）

この訓令は、平成７年４月１日から施行する。

附 則（平成８年５月１１日庁訓第３６号）

この訓令は、平成８年５月１１日から施行する。

附 則（平成９年４月１日庁訓第２４号）

この訓令は、平成９年４月１日から施行する。

附 則（平成９年６月３０日庁訓第３０号）

この訓令は、平成９年７月１日から施行する。

附 則（平成９年１２月１０日庁訓第４１号）（抄）

１ この訓令は、平成９年１２月１０日から施行する。ただし、第５条の規定は、平成１０年１月１

日から施行する。

附 則（平成１０年３月２５日庁訓第１２号）（抄）

１ この訓令は、平成１０年３月２６日から施行する。

附 則（平成１０年４月９日庁訓第２１号）

この訓令は、平成１０年４月９日から施行し、改正後の期末手当及び勤勉手当に関する訓令別表の

規定は、同年４月１日から適用する。

附 則（平成１０年４月２４日庁訓第３３号）

この訓令は、平成１０年４月２４日から施行する。

附 則（平成１０年１２月２日庁訓第４６号）

この訓令は、平成１０年１２月８日から施行する。

附 則（平成１１年３月３０日庁訓第２０号）

この訓令は、平成１１年４月１日から施行する。

附 則（平成１２年３月２４日庁訓第３０号）

この訓令は、平成１２年４月１日から施行する。
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附 則（平成１３年１月６日庁訓第２号）（抄）

１ この訓令は、平成１３年１月６日から施行する。

附 則（平成１３年３月３０日庁訓第５０号）

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則（平成１３年６月８日庁訓第６５号）

１ この訓令は、平成１３年６月８日から施行する。

２ この訓令による改正後の自衛隊員の再就職手続等に関する訓令（平成１２年防衛庁訓令第７８号

）第７条第４号を適用する場合において、平成１７年６月３０日までの間は、締結又は適用された

契約の額が確定できない場合には、同訓令附則第２項により別に定められた額によることができる

。

附 則（平成１４年３月２９日庁訓第３３号）

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。

附 則（平成１５年３月２８日庁訓第２６号）

この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成１５年３月３１日庁訓第４３号）

この訓令は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成１６年１０月２８日庁訓第７７号）

この訓令は、平成１６年１０月２８日から施行する。

附 則（平成１７年７月２９日庁訓第６３号）

この訓令は、平成１７年７月２９日から施行する。

附 則（平成１８年３月３１日庁訓第６３号）（抄）

（施行期日）

第１条 この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年７月２８日庁訓第８３号）

１ この訓令は、平成１８年７月３１日から施行する。

附 則（平成１９年１月５日庁訓第１号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成１９年１月９日から施行する。

附 則（平成１９年３月３０日省訓第２８号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成１９年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

【防衛省職員給与簿規則等の一部を改正する訓令】

附 則（平成２１年３月３１日省訓第３１号）

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、第２条中目次（「第２７条の１０ 船舶

検査等手当」を「第２７条の１０ 海上警備等手当」に改める部分に限る。）及び第２７条の１０の

改正規定は、同年３月３１日から施行し、同年３月１３日から適用する。

【防衛省職員給与簿規則及び期末手当及び勤勉手当に関する訓令の一部を改正する訓令】

附 則（平成２１年５月２９日省訓第３６号）

この訓令は、平成２１年５月２９日から施行する。

【幹部自衛官の候補者の俸給月額の決定に関する訓令等の一部を改正する訓令】

附 則（平成２１年６月２９日省訓第４０号）

この訓令は、平成２１年７月１日から施行する。

附 則（平成２５年７月３１日省訓第４７号）

この訓令は、平成２５年８月１日から施行する。

【防衛省職員給与施行細則等の一部を改正する訓令】

附 則（平成２６年３月３１日省訓第２２号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。

【防衛省職員給与施行細則等の一部を改正する訓令】

附 則（平成２８年３月３１日省訓第３４号）
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（施行期日）

１ この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

【防衛省職員給与施行細則等の一部を改正する訓令】

附 則（平成３１年３月２０日省訓第５号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、平成３１年３月２６日から施行する。

【俸給支給機関の指定等に関する訓令及び期末手当及び勤勉手当に関する訓令の一部を改正する訓令

】

附 則（令和元年７月１９日省訓第１７号）

この訓令は、令和元年９月１４日から施行する。

【防衛省職員給与施行細則等の一部を改正する訓令】

附 則（令和４年３月３１日省訓第４３号）

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年３月３１日省訓第３８号）

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。


